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アダブティブ・モデノレによる
　　広告予算総額の決定について
亀　井　昭　宏
は　じ　め　に
　現象的には多少の沈滞の時期も認められたとばいえ，国民経済の規模的拡大，
企業競争の激化，企業におげるマーケティソグ活動の活発化とともに傾向的に
は一貫して成長の途をたどってきた広告は，今目の国際マーケティソグ時代を
迎え，さらに累進的にその「ピッグ・ビジネス」としての存在を顕著にしてい
くものと思われる。そしてまた個々の企業におげる広告活動についても・それ
はすでに企業のマーケティング活動における重大な要因となっているぱかりで
なく，趨勢的に一般に認められるそのマーケティソグ活動に占める広告活動の
比重の増犬が，近い将来においてストヅプされたり，さらには逆転されうるか
もしれないと考えられる積極的な証拠は一広告課税の動きを除し・て一目下
のところでは見あたらたいのである。
　わが国の企業におけるマーケティソグ活動のうちでどのような活動が重点政
策とみなされているかを最近調査した結果ωによれぼ・r広告宣伝活動」は・
全体としてば「製品の品質・性能（57．9％）」「新製品の開発（既存商品の改良）
（54．1劣）」に次いで3番目（30．1劣・ただし重複回答あり）に多く・業種別で
は化粧品，金融・保険，興行，その他において第1位であった。
　企業のマーケテ4ソグ活動における広告活動の比重の犬いさは・特にアメリ
カ合衆国に拙・て顕薯に認められる。A．N．A．（アメリカ全国広告主協会）に
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よって実施された琴近のいくつかの調査においては，次の3点が明らかにされ
てきているo－2，
　・　すぺてのアメリカの企業の広告支出総額は，今目では公表純利益のほぽ
　　半分に達し，配当支払総額に等しくなりつつある。
　・　消費財の分野においては，広告支出額はLぱLぱ企業の予算項目のうち
　　の第3位，第2位，あるいは（2，3の事例においては）単独首位の項目と
　　なっている。
　・　多くの企業において，広告は最大のマーケティソグ支出項目である。
　以上の調査結果からも明らかなように，ほとんどの企業にとって，広告支出
は企業利潤へ直接的で著しい影響を及ぼLている営業費の特に重要な構成要素
であり，それだけに，激烈な市場競争と絶えざる利潤低下に悩まされているト
ップ・マネジメソトは，広告費管理へ積極的な姿勢を打ち出す必要性を常に感
じているものと考えられる。
　広告費・広告予算の編成に関Lて，従来から多数の見解が明らかにされてい
る。しかし，広告効果測定の分野におげる理論面，実践面の双方に見られた近
年の急速な発展と充実にくらぺて・その展開はあまりに緩慢であったように見
える。たしかに，広告支出額の決定という間題を一つとってみても，その解決
のためには広告の真の効果が完全に測定可能であることが前提として必要であ
り，その意味でぱ，広告費に関する論議が一かくLて実践が一とかく不充
分なままで終ってしまっているのも・やむをえたいことと言えるかもしれない。
しかL他方でまた，広告効果測定研究の方向を設定するためには・広告費管理
における方向と間題点の把握が絶対的に必要なのである。広告支出総額の決定
手法に重点を置きながら広告費管理に関する若干の議論を整理しようとしてい
る本論文の究極的な目標は，その点に存するのである。
注（1〕　目本商エ会議所P　R事業委員会r企業における広告活動の実態」昭和44年2月調
　　査実施，42頁o
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（2）　RichardエKe11y，The　Adマertising　Budget：Preparation，Administration　and
　Control，1968，（A．N．Ai）pp．1一
1・広告費管理の間題領域
　広告管理における一つの重要な問題領域としての広告費管理は，さらに細分
化されたいくつかの問題領域より構成されるものとして理解することができる。
　ところで，かかる広告費管理の問題領域については一明確的であると暗黙
的であるとを問わず一すでにいくつかの見解が存在している。たとえぱ松田
義幸氏は，広告費の流れを「最適広告費水準の決定一→広告費の配分一→広告
費の効果測定」の3つに区分することによって，広告費管理の問題領域を明示
しておられる。㈲またA．N．A．の文献においては，広告予算の編成，広告媒体
と広告物の購買管理，広告予算統制，広告主と代理店の問の財務的な手続き，
にまっわる合計4つの間題領域が「広告予算」という表題の下に包合されてい
る。｛4コその他，管理会計的な視点に立っての「広告費管理の地位と体系」の把
握という形で，使用される用具ないしは手法を基準として広告費管理の分類を
行なっておられる西沢僚教授のユニークの見解＝5】もある。
　広告費管理を広告予算の編成そのものと理解する見解のほとんどのものが，
綱分化された問題領域を広告予算総額の決定とその配分という2つのみに限定
している。もっとも，JaenschとKomdδrferだげは広告予算総額の決定と配
分の同時的な解決を主張しており，㈹この場合には，広告費管理の問題領域は
決定即配分というプロセスに梱当するただ1つの存在とLて理解できることに
たる。しかし，彼らの提示する同時決定のためのモデルは線型計画法もしくは
非線型計画法によるモデルであって，彼らが説明のための用いたきわめて粗雑
な仮説例においては可能であっても，実際には制約条件の点に間題一たとえ
ぱ，広告予算総額の決定と配分のためにぱ少くともマーケティソグ麦出総額が
あらかじめ決定されていることが必要であり，このことは広告予算のための大
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枠や特定費目についての隈界などがあらかじめ窓意的に決定されている可能佳
のあることを意味している。同じ論理がマーケティシグ予算総額の決定と配分
に対する企業予算の関係にっいてもあてはまる一があり，また目的函数に変
数として含められる広告費用要素がすべて完全な最小単位にまで綱分化されて
いたげれぱならないということから・その実践への適用可能性についてはやや
疑念が感じられるのである。
　広告費管理に関する従来からの研究成果を生かしつつ，実践志向的に広告費
管理の体系的把握をはかるという目的のためにぽ，これを以下の3つの問題領
域から構成されるとする見方がもっとも当を得ているように思われる。
　（1）広告予算総額の決定
　（2）（1）で決定された予算総額の配分
　（3）狭義の広告費管理
　（1）の広告予算総額の決定は・広告費（予算）規模の決定とか最適広告費水準
の決定とか呼ぱれうるもので，当該年度あるいは当該キヤソペーンに要する広
告支出規模の決定一主としてその手法　　が論議の対象とされる。それに続
く（2）の広告予算総額の配分においては，市場別，製品別，期間別，媒体別の配
分一従ってその対象と手法とそのプロセスーが問題となる。ω（1）と（2）の間
題領域が主として理論的な見地から検討される傾向を示すのに対して，（3）の狭
義の広告費管理は広告予算の設定にまつわるすべての技術的な問題点一たと
えぱ広告費構成費目の間題，広告予算の書式，トヅプ・マネジメントヘの広告
予算のプレゼソテイショソ要領などであり，これらのうちでもっとも大きな部
分を占めるのが広告予算統制システムの問題である一を包含し，王ら実務的
な論議の展開が期待される。
　上記3つの間題領域の間には重要性の点で何ら差異の存するものではなく，
それらへの考察の1つが欠げても広告費管理の十分な論議とは言えないと考え
られるが，ここでは便宜的に，第一の間題領域とLて規定した広告予算総額の
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決定を取り上げている本稿の姿勢を確認しておきたい。
注（3）松困義幸・青柳寿子著「計量広告学入門」126頁o
　（4）　Richard　J・Ke11y，ibid・
　（5）酉沢教授による「広告費管理の地位と体系」は以下の通りである。酉沢脩薯「広
　　告費の効率管理」工0頁o
1／l二1繋搬｛1㍗警ザ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内部管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広告費統計罐簿
　　　　　　　　　　　　　非広告費会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広告費1・1灘饗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他／ξ；篶ヨン
（6）G施ter　Jaensch　and　Wolfgang　Komd6rfer，“Ans直tze　zur　Theorie　des
　optimal㎝Werbebudgets，”Zeitschrift価r　Betriebswirt昌chaft，37・Jahrgang
　1967，エマr・7・S・448－458．
　　彼らの主張する広告支出総額の決定と配分のための同時決定モデルには，時間的
　な要素を考慮に入れない場合と考慮Lた場合の2つのモデルがあるo上記の論文で
　は具体的泣数字を用いた計算例も掲げられているが，ここではその一般式だげを引
　用しておこう。
　○広告効果について時聞要素を考慮に入れない場合の同時決定モデル
　　　　　　n　　　正　　　　　　　　　　　　　　　1　　　Q＊≡ΣciΣfi〔7k（aik）〕一Σdkvk→最大化
　　　　　　i昌1　k；1　　　　　　　　　　　止！1
　　制約条件：
　　　　　　皿　　　　　正　　　　　　ΣaijΣfi〔（∀k（a批）〕≦bj
　　　　　　i！1　　k！1
　　　　　　n　　　　1　　　　　　　　　　　　　　正　　　　　　Σ殉Σfi〔vk（a批）〕十Σdkv止＜一
　　　　　　i旨1　　k；1　　　　　　　　　　　止！1
　　　　　　　vk≧O，　j二1，・・…　“・・…　，1n
　　ただL，
　　　　　Ci昌i番目の財の直接費をこえる填楠額
　　　　　dk＝k番目の広告手段の単位当りの支出額
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　　　　　aij＝i番目の財1単位の生産によるi番目の生産手段の必要性を示す生産
　　　　　　　　係数
　　　　　bj＝j番貿の生産要因の有効能カ
　　　　　㎜＝優少な広皆手段の数
　　　　　Zi：i番の財を1単位生産するために支出される費用
　　　　　I＝流動資金の手持高
　。時間要素を考慮した場合の同蒔決定モデル
　　　　　　■1　　　t　■　　　Q＊；ΣPiΣΣfi〔vk（aik）〕si（vk，τ）・q一τ十1
　　　　　i＝1　工；呂k自1
　　　　　　　■　　　　　　　　　n　　　　r　　　　　　＿Σdkv止＿ΣgiΣf三〔vk（ai珪）〕si（vk，τ＝2）一→最大化
　　　　　　　k＝ユ　　　　　　i－1　k三1
　　制絢条件：
　　　　　　］　　　　王　　　　　　ΣaijΣfi〔v正（aik）〕si（vk，τ＝2）≦bj
　　　　　　i筥1　k昌1
　　　　　　丑　　　　エ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　ΣziΣfi〔vk（aik）〕si（vk，τ＝2）十Σdkvkく1
　　　　　　i；1　r1　　　　　　　　　　　　　i＝1
　　　　　　　vk≧0，j＝1，・・………・，m
　　ただし，
　　　　　pi＝i番肩の財の飯売価格
　　　　　9i；i番目の財1単位の生産へ直接帰することのできる費用
　　　　　q＝割引率
　　　　　その他の記号については上述の式の揚合と同じである。
　　なおこの論文については，モデルの部分をのぞき，すでに吉村寿助教授によって
　その要旨が目本商業学会の席上で報告されている。
　　吉村寿稿r広告支出額決定方法の検討」，目本商業学会編r現代のマーケティン
　グー新しいアブローチの展開一」所蚊，203－208頁
（7）拙稿「広皆の時間的投入㊤一広告費の月別配分の規定要因一」「マーケティング
　と広告」1969年1月号，74頁o
　　　　2．広告予算総額の決定手法一その展望一
　従来から広告予算総額の決定に関しては，数多くの手法が様々な名称の下に
喧伝され，㈲またそれらの手法について各種の分類が行なわれている。アメリ
カ・コヵコーラ杜のMalcolm　A．McNivenは，広告麦出水準を推定するため
　894
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　199
の手法を大きく3つに分類し，それらの長所・短所について簡単に論述してい
る。値〕その分類とは，（1）なんらかの基準（9uidehne）による方法，（2）理論的たモ
デルによる方法および（3）経験的手法の3つである。この場合，基準による方法
へは，いわゆる一般に言われるところの売上高比例法，任意増減算定法，タス
ク法，市場占拠率比例法の4つが指摘されているのに対して，理論的なモデル
による方法とは・r遇去のデータに基づいたエコノメトリヅク・モデルあるいは
マーケティング・モデルを用いて，特定広告主にとってもっとも有利な広告費
水準を推定しようとする」方法で，例とLてはRobert　S．Weinbergのr広告
費戦略の分析的モデル」とBen　ButlerのHenry法があげられている。第3
番目の経験的手法は「経験的モデル（empi・ica1model）」1こよるもので，遇去の
データや仮説の代わりに市場からの実験的なフィード・バックに基づいてそれ
が構築される結果，所定の商品クラスの特殊な性格や，予算が設定されている
時点で当該商品に作用するマーケティング諸要因へ適切に対拠することのでき
るという長所を備えている・と説明されてい飢これについては，実験計画法
を利用したSeymour　Banksの研究やMlcNivenの見解，そしてWi11iam　S．
Hoofnag1eの手法が・さらにはJohn　D．C．Littleによるrプロモーシヨン支
出のアダブティブ・コソトロール・モデル」が例とLて指摘されている。
　ところで，広告予算総額の決定手法の分類については，これを大きく2つの
流れに区分し論述を進める傾向が今日でば一般的である。rオペレーショナ
ルな手法」と「分析的な手法」と言い，ω「伝統的な決定方法」に対する「近代
的た決定方法」を強調する立場ωがそれである。オペレーショナルな，もしく
は伝統的な手法が，従来からの売上高比例法，利益比率法などの，客観的な広
告費効果データに基づかたい，応々にして原因と結果の関係を逆の形で把握さ
せるような，そして多くの場合に予算設定担当著の経験と直感とに依存する広
告予算総額の決定手法の総称であるのに対して，分析的あるいに近代的な方法
とは，広告予算総額決定のための数学的な広告費モデルが意味されているので
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ある。
　これまで多くの論者によって指摘されてきたように，胸オペレーショナルも
しくは伝統的な決定手法は，タスク法を除いてどれも大きな欠陥を有してい
る。たかには，先にも少し言及したように，論理的に全く矛盾しているものも
ある。それにもかかわらず，それらが今目も依然として利用の大勢を占めてい
る胸のは，“t00・㎜e”的な感覚によりかかった安全性の追求と全くの便宜性の
理由からでしかないと言っても過言ではあるまい。現在までのところ，「数学
的なそデルによる広告予算総額の決定は，実際にはいまだ行なわれていない」
とする陳述を可能と思わせるほど，分析的もしくは近代的な手法の理論面での
展開が先行している。しかし，先に紹介した東商調査の結果は，幽広告予算総
額決定のための数学的モデルが，僅かではあるが実際に企業によって利用され
ている事実を明らかにしている。この点から，数学的た費用モデルを内容とす
る近代的あるいは分析的な広告予算総額の決定手法の実践化が，ようやくその
緒につきはじめたものと見ることができよう。
　注（8〕根本昭二郎氏は，今目まで多くの論者によって主張されてきた主とLて伝統的な
　　　決定手法を，次頁のように分類・整理しておられるo
　　　　根本昭二郎稿「広告費予算の繍成」，久保村・村田編「広皆論」第12講，174頁‘
　　　176頁。
　　（9）　MaIco1m　A．McNiven，ed．，How　to　Spend　Advertising　Cost，工969（A・N・A・），
　　　Introduction，PP．1－10．　なお，彼の3つの分頚との関連において例示されている
　　　各氏の見解もしくは手法は，すべて本書に論文の形で岐録されているものばかりで
　　　あるo
　　⑩Willia㎜R．King，Quantative　Analysis　for　Marketi㎎Management・1967・
　　　pp．362＿373．
　　⑩Wolfga㎎Komd搬er，Die　Aufstenu㎎㎜d　Aufteilmg　von　Werbebudgets，
　　　1966．
　　⑫　伝統的もしくはオペレーショナルな決定手法へきわめて鋭い批判のメスをあてて
　　　いる次の論文の前半蔀分は興味深い。
　　　　G亡nter　Jaen鮎and　Wo晦ang　Komd砒er，a・a．O・，S・438－442・
　　⑱　小森俊介稿「広省活動」管理序説、「酉南学院大挙・商学論集」第15巻・鶏3号
　　ε96
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◇広告費予算設定法の一覧
設定
基準 予算設定の具体的方湊 操用稔著名 誰定基浪 予塊蟹定の具体的方法 採用　論者　名
将来9売上高基華法 回一チェズター 競事警戒法 C．B．ララビー
抵来の予想売上高百分率法 v．リード 市 競争会社適従湊予想売上高百分率法 マグo一ヒル出阪杜トルえ・甲ネジメ：’｝諸 場 競争会社諮準湊 H，w；ヘス将 予想売上高単位費踊法 c止スローア批伽．ムー二一
．二 主導者追礎法来
平．切一ド
翌年産の予想総売上高百分率法 H■W。ヘス お 競拳対象法I J．亙。坊’』翌隼度の売上見樋高の百分率法 L．R．ウオルター け 競争金社対抗法過 L．R．ウォルター翌年度の提棄売上高基嘩百分率法 亘．P．ブリサジ る 鏡争者対抗法 酉沢績芸 凍年崖の売上高仁一定禦を洲ナる法 電通広告概論 藪 競争対抗法 橋本興の 前年度売上高百分率法 マ』フ“ 事 競争着対抗法 古川栄一売 前年度売上高百分率法 セールズ・与ネヂメ外誌 甚 競事師均衛法 久保封隆祷上 過去あ者い硅来牟度切売上高百分率法 甲グ回一ヒル出版社 準 簸華者対航法 小林太三郎高 前年度の総売上高百分率法 H．W．ヘス 主要な競争会杜の広告費胆見含うも 電通広告擬諭
基 前年度の正昧充上商百分率法 H．W。ヘス のを計上する法
準 遇去の売上高あるい娃百分率法 V。り』ド
前年鹿の売上裏鐵あるいは数年聞の L．R．ウォルター 新規取扱繁者麺撮法 マーフイ
乎均額百分率法 市 薪顧害・新得意先取引基準法 ローチェユター爾年度売上劃：一定率をかける法 笹通広告擶騎 新製品・金体的売当貿基準法 Cムヌローアンと工皿ムー皇一
場 魅入闘合せ状・直接販売基準法 セールズ岬ネジメント誌売上単位基準算定法 ㌣］フイ 予想購買老数法
売
小林夫三郎
売上見込量基華法 C↓加一アシと工皿ムー二h 塞 購入申込魯あるいは間合せ逓信販禿 H．P．プリサジ上 売上実綾基準法 H．P。ブ1』ツジ 凄
単 売上単位当り法 H．P．プ1］ツジ 難 予想購買老数法 西択済位 売上単位法 小林太三郎 使用者あるいほ小売難彗削の充当 マグ回一ヒル出廠杜
基 飯売単位法 橘本皿 費法
準 販売製品の致量単位1二一定金額をか電逓広告概論
ける法 将釆売上高仁対する換資士して剰馬 マグ回一ヒル出版杜
できる基金の金頼法
売上商百分率法 マ］7イ 前年度剰益百分率法 セールズ岬ネジメシト誌
売 売上高百分率法と予算法の併用法 マーフイ 前隼度利益蓮準湊 C且．スローアンとJ、皿ムー呈一
上
売上高百分率浅 o一チ呈スター 剃益百分曄法 ローチェスクー
売上高百分率法 小林夫三郎 損 利益あるいは資金の亘分率法 マグローヒル出販杜
高 売上高比率法 橘本軸 前年度利益百分寧法 H．W。ヘス
塞 購入問合蛾況あるい硅売上高比率法 マグローヒル出版挫 利益百分率法 J．眉．力’｛一
遡 売上高あるいは利益百分寧法 H－F．キング 販売または利益百分率法 古川榮一総売上商百分率法 j．H．オバー 撞 利益百分率湊 ト林太三郎
売上高垂準法 西沢碕 利益基単法 西択済
投資利潤基準法 久保村隆祐
目的課題湊 ローチェスター 前年度の売上利益1二一定率を洲テる重通広告概論
盟題法 セールズ岬ネシメ＝’｝誌 基 法
市 月濠違成の尤めの金策凄 甲グローヒル出版牲 利益計画法 犠本磁
場
目標達成基準法 H．W．ヘス 広告基金法 回一チエスクー
駅題湊 H．F．キング 利用可能金額基準法 ｝一7イ
‘二 課業あ君州ま藻題法 V．リー歩 準 余樹限麗額法 ㏄畑一〃…工皿ムー昌一
お 目握設定法 J．H。加｛， 最犬額長期投資法 咀．～．プ明ソ抄
時 露題法 L，R．ウオルター 営誰状握法 割傑｝
る 月蟻およぴ擬題法 肌P．ブ叫ザジ 任意増減法 次爆補騒祷課彙法 刮11栄一
課
支出可能高法 漬本日
販売目漂基準法 小林太ヨ館 長期的資本投資とLて広皆費を覚載 電濁去告概詮
題 タスク法または月的課題法 橋本唖 る法
塞 眉的逮行法 粟屋義縄
箪 甲一ケティング上の一定の目的を達 電通広告概監 モデルによる設定法 モイストラーとプツシュ成するため』必壌な経費とLて見櫛 個 臨時充当費法 七一ルズ・甲ネジメン｝茜
る方法 劉 ノレン法 W。ム．＾一ト最小隈度課題襲準法 甲一フ4 誰 ノレン俣証凄 一｛、F、キング
市君
擬案スケジュ」ル基準法 H．P。プリ”抄
坦曲 載争峨蟷妾 ローチェスター 撃 鐵掌的アブ目一チ 櫨本軸二告
お甚 競争会社基準塗 守一フ4 照会高法 西沢倣
ナ担 蟻争者対抗法 七一ルズ・｝ネ当メ，亭誰
　（昭和43年工2月）83頁o
⑭　東京商工会議所PR事葉委員会，前掲報告書，46頁。
　　　この調養によれぱ「広告費投下モデルによる算定法」を採用Lている企業は，全
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　体でO．6％，業種別では輸送用機器4．8％，百貨唐・商業3，1％，その他4．2％で
　あつたo
3．広告予算モデル
　広告費水準の決定へ量的に志向されたアプローチを適用しその最遺化への
解を求めて理論展開を行なった最初の研究者は，近代価格理論学者である
PierO　Stra胞で，その研究は1926年にさかのぽると言われているが，数学的
モデルによる最適広告予算額の決定理論が以後歴史的にどのように展開されて
行ったかは，それぞれの理論の要旨とともにKomdδrferの著書と吉村助教授
の報告において論述・紹介がなされている。㈲
　ところで，MontgomeryとUrbanによれぱ，マーケティングにおげるマネジ
メソト・サイエソス・モデルとしては次のようなものがあるという。㈹そL
　I　記述モデルー問題を理解するためのモデル
　　　　。市場・消費者行動のシュミレーショソ・モデル
　皿　予測モデルー問題を理解するためのそデル
　　　　。消費老行動の確率モデル
　　　　。競争業者の価格変更への反応モデル
　皿　規範モデルー問題解決のためのそデノレ
　　　　。広告予算モデル
　　　　。競争的戦略モデル
　　　　。新製品モデル
　　　　。敷学的たブログラミング配分モデル
　　　　。最適マーケティソグ・ミヅクス・モデル
て彼らは，規範そデノレの範醇に属する広告予算モデルの具体例として，単純
モデル，動的モデル，競争モデル，不確実性下の競争モデノレ，危険の下でのモ
デル，確率モデル，そしてアダプティプ・モデルの7つをとりあげてその内容
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を紹介した後に，結論的に次のように論述している。「広告予算額を決定する
ためにデザイソされたモデルぱ，広告目標とLての売上高もしくは利益の利用
にその基礎を置いている。もっとも良い予算額を発見しようとしている第1の
企て（単純モデル）は，単純な単一変数徴分モデルの限界原則を利用したもの
である。このアプローチはさらに拡大され，動的，競争的および危険効果がそ
れに含められたが，これらの拡張が広告予算問題の解決の際に同時に考慮され
たことはなかった。確率的な消費者モデルは，それが消費者行動のプロセスヘ
広告の効果をわりつげることができるので，予算決定のために利用可能である
ということが明らかにされた。（中略）予算決定へのもっとも生産的なモデル・
アプローチは，適応過程の領域にあるように見える。アダプティブ・モデルの・
常に最新のものとしていく（・pdati㎎）という利点は，時間の経過とともに重
要な変化をこうむるマーケティソグ環境においては特に貴重である」ω』
　広告支出モデルのうちで特にアダプティブ・モデルの優秀さを強調する見解
とLては，上に引用したMontgome町とUrbanのそれの他に，広告麦出モ
デルの現状と展望について考察を行なっているPaul　E，Green，Patrick　J・
RobinsonとPeter　T．FitzRoyの3人の論文㈱や，マーヶティソグにおける
数学的な研究のこれ童での傾向と将来におげる展開の方向について論及してい
るPhilip　Kotlerの論文胸などがある。
　従来，マーケティソグの分野におけるアダプティプ・モデルの構築は・主と
して新製品計画や多角化計画たどについて行たわれ，㈱広告領域へ用されたも
のはほとんどなかった。しかし最近では，特に広告支出のアダプティブ・コソ
トロール・モデルを構築しようとする試みが現われはじめている。㈱そこで以
下においては，それらのうちの特にJohn　D．C．Littleによるモデル構築を申
心に，広告予算総額決定のためのアダプティブ・モデルの特質と意義と間題点
とをさぐってみたいと思うo
注⑱Wolfga㎎Komdδ㎡er，乱a・0・，S・110－169・
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　　吉村寿稿，前掲論文，204頁一207頁。
⑮　David　B．Montgo醐eηand　Glen　L　Urb独，Manage血ent　Science血Markeト
　ing，1969，pp．14，25．
⑰　David　B．Montgome町aI1d　Glen　L　Urban，ibid、，pp．136－137．
⑱　広告支出モデルに対するP．E－Greenらの見解も，先に引用したMontgo㎜e町
　とUrbanの見解とほとんど同じであるo
　　Paul　E，Green，Patrick　J・Robinson　and　Peter　T・FitzRoy・“Advertising
　Expendit1』re　Models：State　of曲e　A竹and　Prospects，”in：Concepts　For
　Mlodem　Marketing，ed．by　Ralph　L　Day，1968，p．112。
⑲　Philip　Kotler，“Applying　the　QuantitatiTe　Sciences　to　Marketing　Manage一
　加ent：Progress　and　Prospects，”　in：Science　in　Marketing　Manage－nent，ed．
　by　M，S．Moyer，1969，pp－19＿32．
⑳　これらのモデルについては，次の文献において列挙もLくは概述がなされているo
　　菅原正博著「マーケテング計画と意恩決定論」昭和42年，159頁一178頁。
　　菅原正博稿rマーケテイング意思決定過程の適応的行動一新製晶計爾を中心にし
　　て一」「組織科学」1968年冬季号所収，4頁一14頁o
　　John　D，C．Litt1e，“Adaptive　Control　Systems　in　Marketing，”in：How　to
　Spend　Advertising　Cost，ed．by　Malcolm　A．McNiv㎝，pp．112＿113．
⑳JohnD．C－Little，“AModelo｛AdaptiマeContro1o｛PromotionalSpending，”
　　0perations　Research，No帆＿Dec－1967，pp．1075＿ユ09Z
　　JohnD，C・Litt1e，“A　MultivadateAdaptive　Co1ltrol　Mode1”A・RSloan
　School　of　Management，Worki㎎Paper211－66，MIT，August18，196＆
　　Peter　T．FitzRoy，“An　Adaptive　Model　of　Promotional　Expenditure　Deter一
　　㎜ination，”in　l　Proceedings　of　the　FaIl　Conference，1965，（A血erican　Marketing
　　Association）pp，370一一376．
4．アダプティブ・モデルの特質
　前節で列挙された数学的な広告予算モデルーただしアダプティブ・モデル
をのぞく一には，大さく分げて3つの重大な欠陥が認められる。その第1は・
それらのモデルが，広告費の売上高効果あるいはマーケヅト・シエア効果をわ
れわれが真に測定可能であり，そしてそれらについての確固たるデータが獲得
されているということを前提としている点にある。この点については，広告効
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果測定の領域における理論面と実践面の現状を指摘するまでもなく，全く不適
切な前提であるということは異論の余地のたいところであろう。
　第2の欠陥とLては，それら利用されるモデルが静態的であり，市場のダイ
ナミヅクスが無視されているという点を指摘でき乱ビジネスの世界はたえず
変化している。自杜の製品と直接・閻接に競争的な新製品がたえず市場に導入
されているぱかりでなく，人々の嗜好や生活慣習もたえず変化しており・その
他当該製品の需要に影響を及ぼす多くのマクロ的な経済変数も同時に変化して
いると考えなげれぱならない。加えて，もっとミクロ的な水準では，当該企業
の競争相手の広告費支出額がたえず変化しているぱかりでなく，製品の価格，
配給系路などのマーケティソグ要因についても・たえず変更が加えられている
ことは言うまでもない事実である。このことが広告費支出による市場反応率が
常に一定であることを仮定している数学的な広告予算モデルの意義を犬幅に滅
じていることは，特に強調されなけれぱたらない。
　広告支出のアダプティプ・コソトロール・モデルをのぞく数学的な広告予算
モデルの第3の欠陥は，上述の第1・第2の欠陥と密接に関連している。それ
は，それらが閉鎖的で定常的な確率的システムを基盤とした壬デルであるとい
うことである。幽上で私は，ほとんどの広告予算モデルにおいて広告費支出に
よる市場反応率が一定と仮定されていることを指摘Lたが，その仮定はそれぞ
れのそデルの基礎にある閉鎖的で定常的な確率的システムと必然的な関係にあ
るものなのである。一度設定されたモデル・パラメータがそのままの値で一貫
して使用されていくような壬デルではたく・成果の測定によってたえずフィー
トバヅクされ・修正されて　　　　モデルの　　　　　　データ・
いくよ／なモデルを可能に　最新化　　バンク　売上高
するシステムであることが　　　　　　　測定の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デザイン　　　　　　　　　利　益必要である。このようなシ　　意思　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　市場　　　　　　　　　　　　　　決　疋ステムの1つが，元来はア
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ダブティブ・コントコール・ブロセスとし．てRichard　BeIlmanによって命名
された㈲アダプティブ・コントロール・システムなのであるo　JohnD．C．L砒Ie
は，マーケテイ：■グ諾活動のためのアダプティブ・コソトロール・システムを
前頁のような形で図示している。幽
　後に概述する広告予算決定のためのアダブティブ・そデルとの関係において，
特にここで数学的な広告予算モデルの変数についてふれておきたい。アダブテ
ィブ・モデルをのぞく広告予算モデルにおいては，先に指摘したマーケティソ
グ変数とマクロ的な経済変数のほとんどもしくはすべてが無視されている。し
かしこの指摘によって，広告予算そデルがすでての変数を直接的に包含した
r包括的」たモデルであるべきであるということを主張するつもりは毛頭ない
のである。言うまでもなく，そのような企ては不可能である。第一に，われわ
れはすべての変数とは一体何であるのかを知らないし，また・たとえどの変数
をモデルに含めるべきかがわかっても，実際にはその効果がわからないかもし
れないからである。さらにこの種のモデルは，入手が困難で正確さの点でも間
題のある膨大なデータを必要とするであろう。
　多くの数学的た広告予算毛デルに認められる静態的な性格の故に必然的に要
求されてくる㈲上述の問題点は，アダプティブ・モデルにおいては容易に克服
できるのである。すなわちそこでは・2つもLくは3つの重要な変数だけをと
りあげて，残りをすべて撹乱項もしくはr誤差項（errOr　tem）」にまとめてし
まう方法が可能である。もちろんこれだげでは，重要な変数が無視されてしま
ったり，観察可能た変化のほとんどが撹乱項に入れられてしまったりすること
が起るかもしれない。Lかし，成果をたえずモニターするフィード・バヅク要
素を利用することによって，そういった誤った状況の理解を修正することがで
きるのであるo闘
　以上概述したように，アダプティブ・モデルの特質は広範で綿密な情報収集
活動にあるのであるが，広告予算のアダプティブ・モデルにおげるこういった
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点の働きについては，次節において具体的なモデル例によって論述することに
しよう。
注⑳　菅原正博稿rマーケティング意恩決定過程の適応的行動」4頁o
　鶴　Richard　Be1lman，Adaptive　Contro1Process：A　Guided　Tour，1961，pp．203
　　－218、
　⑳　John　D・C・Little，“Adaptive　Contro1Systems　in　Marketing，”in：How　to
　　Spend　Advertising　Cost，1969，p．112．
　⑳　マーケティング・モデルについて考察を行なっている文献においては，広告予算
　　モデルをより現実的なものとするための努カの一環とLて，こういった展開の姿勢
　　を示しているものがいくつか見い出される。たとえば，先に引用したKingや
　　MontgomeryとUrbanの著者などにも，明らかにこういった意味合いでの姿勢が
　　感じられるo
　⑳　この鰍こおける論述については次の論文を参照されたい。
　　　Peter　T．FitzRoy，ibid．，pp，37ト371．
5．広告支出のアダプティブ・モデノレの構築
　Jhon　D．C，Lit1eによる広告支出のアダプティブ・モデル㈱の詳細に立ち入
る前に，理解が容易なようにこのモデルの大枠的な要素の関係をまず明らかに
しておこう。すなわちこのモデルにおいては，売上高は広告支出額の函数であ
るが，その関係（パラメータ）は時問の経遇とともに変化するものとされてい
る。この場合の売上高および利益反応についての情毅は，フィールド実験を実
施することよって収集される。そして次に，それによって得られた実験的な結
果を用いて売上高反応モ
デルを最新化（upd・te）　1モデルに基　2売上敵応　3髄支出お　4売上高およ
　　　　　　　　　　　　　づいた最適広　　　を測定するた　　　よぴ販売実験　　　ぴ利益成果の
　　　　　　　　　　　　　告支出額の決　　　めの実験のデし，さらにこのモデルに　　定　　　　　ザィン　　　　の実施　　　　観察
基づいて，次の期問にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5もっとも最新の実験
げる利益を最大にするよ　　　　　　　　　桃得られた売上高デ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ータに基づいてのモデ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ル■パラメータの最新化うな広告一Littleは
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rプロモーショソ」という言葉を使っている一支出額が決定されるのであ
る。そしてこの循還は，次々と繰り返えされていくのである。以上の関係を図
示すれぱ，前頁のようになる。鰯
　。基礎的市場モデル
　Littleによる広告支出のアダプティブ・モデルにおげる第1の要素は，売上
高および利益モデルである。彼はまず，企業の売上高と利益は次のような方程
式によって表わされるとする。
　　　S＝α十βx一γX2　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　p≡ms－x－c　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
ただし，
　　　s＝売上高（1年当りの1世帯についての金額）
　　　P＝利益額（　　同　　上　　）
　　　X＝広告支出額（同　上）
　　　C＝固定費（　　同　　　上　　）
　　　m＝単位当りの荒利益率
　　　α，β，γ≡パラメータ
よって，方程式（1）を方程式（2）へ代入し，これを徴分することによって，以下の
ようた広告支出の利益最大水準を求めることができる。従ってパラメータさえ
　　　x＊＝（mβ一1）／2mγ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
与えられれぽ，これが予算額となるわげであるが，実際的には売上高反応函数
の定数を測定するのは困難であるので，理想的な広告麦出額よりもすこし少な
いところに落ち着いてLまうことが予想され，そこに完全情報との関係におげ
るロスー1（x）＝p（x＊）一p（x）＝mγ（x－x＊）2一が生じることになる。
　。時間の経過による売上高反応パラメータの変化
　一方，先にも指摘したように，売上高反応函数のパラメータは時問の経過と
ともに，競争活動，経済条件の変化，広告の質の変化および製品の変更によっ
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て，たとえぱ次のような形一
　　　　　　　　　　　　　　　　βlt〕
Litt1eは，バラメータのαとβ
について確率的な変化を仮定す
　　　　　　　　　　　　　　　　β’　　一一一一一　　　　　’．一・一‘■I‘一ることによって，モデルの売上
高反応バラメータに対する比較
的単純な変化メカニズムを想定
している＿で変化して行くも　　　売上高反応バラメータβのtに関して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　起りうる確率的変化のスケッチ
のと考えられなけれぱならない。
しかし，ある瞬間におげる売上高反応パラメータの測定にどの程度の費用を注
ぎ込んだら良いかは，場合によって異なるのである。多額の測定費用を投入す
ることは一般的にいって是認できたいが，パラメータが時聞の経過とともにか
なりゆっくりと変化している場合には，測定のためにかなりの努力が必要であ
ると思われるo
　。フイールド実験による測定
　さて，売上高反応パラメータのαとβに関する情報を収集するために，㈲こ
のモデルでは次にフイールド実験が実施される。ここでは，最適な額よりも
』／2少ない額と」／・多い額とでそれぞれ市場がnこずっ操作される。それによる
結果から，市場での売上高ば次ぎの式によって表わされるものと仮定される。
　　　§≡S（x）十ε　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
ただし，
　　　S＝当該市場での売上高（1年間当りの1世帯についての金額）
　　　S（x）＝α十βxγx望＝全国的恋売上高（同上）
　　　～＝確率変数（平均0，編差σ2および市場ごとに独立）
　また，S。とS2をそれぞれx1とx。での市場グループにおける売上高の観測
平均値とすると，β（t）についての実験平均値はつぎのようになる。そして
　　　β（t）＝（1ん）（S壇十γx22－S1一γx12）
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Sω
s。
売
上
　S。高
　　　　　　皿この市場　　　　　　＼．
皿この市場　　　　■’
＼　　　1
　『　　　　　　　　　I
X．　　X．　　X。
広告支　出額
　　　この値こそ，時間tにおいて収
　　　集され，そしてそれ以前の諸実
　　　験で獲得された情報と結合され
　　　るべき新情報なのである。なお，
　　　この実験から得られる結果例を
　　　図示してみると，左のようにな
x（t〕　るo
　。モデルの最新化と広告支出額の決定
　モデルを最新化し，広告支出額を決定するためのルールはヒューリスティヅ
ク・ルールであり，指数平準法（expOnentiaI　sm00thing）一新しい情報として
の値と旧情報としての値とを加重合計する方法一にとってβの推定値は最新
化され，そして（3）式と類似の公式によって広告支出類が設定されて行くのであ
る。すなわち・β’（t）を期間tにおけるβの推定値であるとすると・ここで
0≦a≦1にあるようなaという数字を選び出し，かくしてβ’ば次の式によ
って最新化されるのである。
　　　β1（t＋1）　＝aβ1（t）十　（1＿a）β（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
よって，期間t＋1における広告支出額としては次の値が得られることにな飢
　　　xo（t＋1）＝〔mβ’（t＋1）一1〕／2mγ　　　　　　　　　　　　　（6）
　間題はその際のウエイトたのであるが，その値はベイズの方法によって，実
験の精度が高いか低いかによって現在の実験データを重視するか，あるいは以
前の実験データを重視するかが決定されて行くように，求められるのである。
　Littleのモデルでは，モデルの最新化と広告支出総額の決定という，それぞ
れ独立した2つの最適化問題が，繍密な数式の展開とともに詳述されている。
　。実験のデザイン
　なお，Littleの論文においては以上の論述に続げて，フイールド実験にまつ
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わるパラメータであるサソプル・サイズ（n）と広告支出額の高低間の広がり
（」）を選び出す作業について解説が加えられているので・これを見ていこ㌦
　一般にわれわれがβを正確に知らないことに起因するロスと，βにっいても
っと良く知ろうとすることによって生ずる回スという2つのロスの合計額を最
少化するように，両パラメータの選択を行なうのである。これらのロス額は完
全情報の下で入手可能な利益との関係において計算されて行くのであるが，結
局次のような方程式によって示されうるものとされている。
　　　T＝（N＿2n）HE’（1）十nHE’〔1ユ〕十nE’〔12〕
　　　　昌NHmリ’／4γ十（1／2）Hmγn”　　　　　　　　　　　　　　（7）
ただし，
　　　N＝市場総数
　　　2n＝実験市場の数
　　　H＝1市場におげる平均世帯数
　　　丁≡期待される総ロス額（1年当りの金額）
　　　11＝X・での市場における完全情報との関係におけるロス額
　　　リ㌧期問tにおげるβの推定値であるβ（t）についての前期の分布の分
　　　　　散
　たお，ロス額をパーセソトで表現する方が計算には使利であるので，これを
求めてみると次ぎのようたる。
　　　L二丁／NHxo二mリ’／4μo＋mγn12／2Nxo
ただし，
　　　α。＝α（t）の長期平均
　　　βo＝β（t）の長期平均
　　　xo＝（mβL1）／2mγ
　　　So＝αo＋βoxo一γ（xo）2
　　　L＝長期的な広告支出額x。（尺度なし）の分類とLての安定した期待口
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90フ
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　　　　　　ス額
この場合にはLを最少にするようなパラメータnと∠とが選び出されなげれ
ばならないわけであるが，上記の式からも明らかなように，nと∠はn”とい
う結合的な形で現われているので，実際にはLを最少にするような定数n”
が求められ，さらにnと∠の値が求められるとしている。
　。数字例
　このモデルが実際にどのように働くのかを示すために・数字例が設けられて
し・るo
　定数にっいて一組の値が与えられると，実験がデザイソされ，広告支出額を
設定するための決定ルールが決められ，そしてそのモデルの働きがシュミレー
トされる。平均ロス額はそのシミュレーショソによって・期待ロス額公式から
直接計算することができるのである。
　この例において，定数は，1年当りおよそ2，500万ドルの売上高が与えられ
るように選択された。広告支出額は1年当りおよそ150万ドルたいしは売上高
のおよそ6バーセソトであり，荒利益率mは販売価格の1／。とされた。モデル
の成果は市場の聞での売上高の分散（市場ごとの売上高の変化性）によって変
ってくるのであるが，ここではσノSo（売上高変化の係数）を7パーセントに定
めた。広告支出額における実験の偏差は，長期平均値x。の±25パーセソトま
で許容するものとした。全国世帯総数は5，000万，平均的なサイズの市場の数
（N）は1，O00であるとした。
　定数を選び出す際のもっとも困難な間題は・売上高反応バラメータについて
正当な値を設定することである。広告の使用に対して収益の逓減を示した2，
3の販売実験がすでに実施されていたが，その結果はかなりの偏差を示してい
た。そこでαo＝O．32（1年当り1世帯についての金額），βo＝9（尺度なし），
γ＝100（1年当り1世帯についての金額）’1という値が設定された。
　実験については，それぞれ適当な数字を公式へ代入することにより，n∠2＝
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0．00687という値が得られた。∠は慾意的に0，015と定めていたので，これから
nは30．5，まるめてn＝30が得られた。このことは，各期間において30の市
場が全国平均の25パーセソト増しの広告麦出額を受け，別の30の市場が25パ
ーセソト減の広告支出額の対象されるということを意味しているのである。
　決定ルールを設定するためには定数であるaの値が必要である。決定ルール
に関するいくつかの方程式から・リ’＝0・451，a＝O．446および（1－a）＝O．554
が得られた。このことは，新情籔と旧情報へかなり等しいウエイトがかげられ
る必要性のあることを示唆している。そしてさらにXO（t）についての決定ルー
ルとしては，以下のような方程式が得られたのである。
　　　xo（t）：0，446xo（t－1）十〇．00277〔β（t－1）一3．0〕
従って，初期値xo（O）と一連の実験結果β（t）が与えられれば，このルールに
より広告支出額Xo（t）が決まっていくことにたる。
　このモデルの働きを確認するた
めに，基礎となっている市場を時
問の経過に従ってシミュレートし
た結果が右の図に示されている。
一番上の曲線は，企業が予測する
ことのできたかった売上高反応へ
の環境的な変化一当該企業の実
験はこれらの変化を測定しようと
するものである一を示す撹乱項
1呵
，坦’
コ
， ’“i
目
一
5 10 コ5　　刮 盟 帥 顯 “
帖岨捌争目i曲棚 ■・
富害』珊
旦■』咀 丘告主出1□
枇』10甘o｝棚
o 一
岨刮 ≡
］o 15　　加 盟 刮 顯 岨
由百刮i屯昔信』o｝釦
彗’
甜二刮 完上ヨ???????
■
、10 5
10 15　　釦 胆 聰 顯 仙
卑i??? o　　＾
’ 怯全、o餉田田o捌帖〕筍
罧
； 一0 5 10 岨　　副 珀 顯 甜 仙
広告支出額を設定するためのアダプ
テイブ・モデルのシミュレーショソ
を表わしている。第2の曲線は，実験の結果として広告支出額がいかに設定さ
れるかを示しており，以下，売上高，ロス額（完全情報との関係における）の
変化が示されている。
　以上4っの曲線から，このモデルの反応が全く良いということがわかるであ
ろう。広告支出額の反応が撹乱項の変化よりも1期遅れているという点に注目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　909
214
されたし、これぱ，ある期問に得られた清報が次の期間まで利用できないとい
う理由によるのである。反応がかなり擬乱され，支出額がいまだそれに追いっ
いていない場合に時折ロスの急激な増加が見られるとしても，それは一般に小
さく，長期の平均で，この例では広告麦出額の1．61パーセントあるいは1年
当り150万ドルの広告予算で24，200ドルであった・なお・1．61パーセソトの
ロスのうち1．23バーセソトは売上高反応知識の不足によるものであり，残り
のO．38パーセソトが実験に包含された不適切な活動によるものであったとい
う。
注⑳　John　D．αLittle，“A　Model　of　Adaptive　Control　of　Promotional　Spending，”
　　ibid．
　鶴　David　B－Montgomery　and　G1en　L．Urban，ibid。，p．133．
　⑳厳密に言うと，αはモデルにおげる決定には入り込んでこないので，βだけの情
　　報が必要なのである。なおγは一定の値と想定されているo
6．Litt1eによるアダプテイブ・モデルについての検討
　以上概述してきたJohn　D．C．Litt1eによる広告予算決定のアダプティブ・
そデルの内容に次いで，このモデルが他の予算決定のルールと比べてすぐれた
ものであるということがLitt1e自身によって検証されているので，これについ
てふれておこうo
　前節の最後で紹介した数字例を用いて，アダプテイブ・モデルと他の方針と
を比較することができる。それには，全期間を通じての予想ロス額の広告支出
額に対するパーセソトの大きさを比較する方法が採用され飢想定されたケー
スは，もっとも良い恒常的な広告支出額一これは完全な知識があれぱ決定す
ることができる一を用いる場合と，その50バーセソト増および減のケース，
そしてアダブティブであるが実験規模を半減した場合である。この計算結果は
以下の通りであった。
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215
予想ロス額
方　　　　　　　　　針 （完全情報との関係における）
金　　額 XOのハーセソ　ト
アダプティブ・モデル 24，200 1．6
垣常的な広告支出額：XO 54，700 3．7
恒常的た広告支出額：O，5狗（あるいは1．5xo）430，OOO 28．7
アダプティブであるが，実験規模半減 25，500 1．7
他の方針との比較におけるアダプティブ・モデル
　たしかにこのモデルは，前述の数字例では良い成果をあげているが，市場の
基礎的な活動についての，問題とされなげれぱならない種々の仮定に基づいて
おり，従ってもしもそれらのうちのいくつかが間違っていれぼ・このモデルが
どのような結果を示してくるかが検討されなければたらないのであ飢この調
査のためには，先にあげた実験とルールをそのまま用いながら・基礎となって
いる市場を種々変化させ，その結果を見てみるという，いわゆるセソシティビ
テ4・アナリシスの手法が利用される。
　基礎となっている世界における4つの可能な変化について考察がなされる。
すなわち，（1）売上高反応が現実に，あるいは本質的に一定の場合，（2）それは多
分変化しているが，期間ごとの相関はない，つまり変化に持続性がない場合，
（3）仮説化されたものよりも売上高反応曲線の湾曲度が小さいと予想される場合，
（4）湾曲度が大きいと予想される場合，の4つである。この4つの場合のそれぞ
れについて，3つの方針の成果を比較してみたものが次の表である。
一　予想ロス額（完全情靴の関係に胤ψ。のバーセソト
一閑尊ク1 売上筒反応一定 相関なし 小カーブ1犬カーブ
　“　　o　’　　　　　　．　　　　　　一．アタファィフ・モァル 1．6 071　　≡ 1，7！7．4 1．8
一
最良の垣常的た麦其額 3．7 O O．7　114．6 1．8
恒常的底支出額：50バ 「
一セソト増もしくは滅 28．7 25．O 25・り．．㍗6 518
上掲の表から言えることは・アダブティブ・モデルが間違った仮定に基づい
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た場合ですから，その結果はかなり良好であるということである。場合によっ
ては「最良の恒常的な支出額」の方が良い場合もあるが，少くともその50パー
セソト増もしくは減の恒常的な支出額の場合よりもはるかにすぐれた結果が得
られている。このことは，売上高反応が変化していなくても，そしてそれが予
想とは異なった形をしていても，それを絶えず知ろうと努力し続ける方が，直
接的に広告支出額について問違った推測するよりもベターであるということを
示唆しているように思われる。帥
注鋤　John　D，C．Little，“Adaptive　Control　Systems　in　Marketing，”ibid．，p．120一
お　わ　り　に
　広告予算総額の決定のためのモデル・アプローチとしてもっとも秀れたもの
の1つであるといわれているアダプティブ・モデルも，以上で紹介したLittle
のモデルに関する隈り，いくつかの欠陥が認められ乱すなわちそこでは，繰
延効果や競争的な効果がほとんど無視されているぼかりでなく，企業のマーケ
テイソグ・ミヅクスにおげる諾要因の相互依存性や，それらの間の作用の利益
結果などの点についても，Montgome町とUrbanが既に引用した彼らの著書
のなかで明確に指摘しているように全く検討が行なわれておらず，その意味で
はアダブティブ・モデルの本質的な長所がいまだ十分には生かされていなかっ
たと言えるかもしれない。しかし，アダプティブ・モデルが広告領域へ適用さ
れるようになったのはなにぶんにも最近のことであり，そして特に市場反応情
報の収集が実験計画法の手続き等の利用によりさらに精綴化されるまでにはい
まだかなりの時間を要すると思われるだげに，その改良と現実への適用は，今
後の一層の努力を待たなければならたいのである。
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